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議案第 62号 

 

 

平成 30 年度湖西市病院事業会計予算 

 

（総則） 

第 1条 平成 30年度湖西市病院事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第 2条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 病床数 196 床 

(2) 年間入院患者数 

1 日平均患者数 

33,215 

91 

人 

人 

(3) 年間外来患者数 

1 日平均患者数 

96,136 

394 

人 

人 

(4) 主要な建設改良事業 

医療器械等購入                  

 

102,860 

 

 

千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第 3条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

第 1款 病院事業収益 3,542,155 千円 

第 1項 医業収益 2,649,322 千円 

第 2項 医業外収益 892,790 千円 

第 3項 特別利益 43 千円 

支     出 

第 1款 病院事業費用 3,771,792 千円 

第 1項 医業費用 3,660,026 千円 

第 2項 医業外費用 108,051 千円 

第 3項 特別損失 2,715 千円 

第 4項 予備費 1,000 千円 

 

 



（資本的収入及び支出） 

第 4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 166,237 千円は、過年度分損益勘定留保資金及び建

設改良積立金で補填するものとする。） 

収     入 

第 1款 資本的収入 283,812 千円 

第 1項 企業債 99,300 千円 

第 2項 負担金 184,510 千円 

第 3項 固定資産売却代金 1 千円 

第 4項 寄附金 1 千円 

支     出 

第 1款 資本的支出 450,049 千円 

第 1項 建設改良費 148,283 千円 

第 2項 企業債償還金 301,766 千円 

 

（債務負担行為） 

第 5条 債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

電子カルテリース料 平成 31 年度～平成 35年度 31,846 千円 

生化学自動分析装置 平成 31 年度～平成 37年度 22,379 千円 

 

（企業債） 

第 6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

医療器械備品

購入事業 

99,300 千円 証書借入等 5.0％以内 借入先の融資条件によ

る。ただし、企業財政

の都合により償還期限

を短縮し、若しくは繰

上償還又は低利に借り

換えることができる。 

 

 



 （一時借入金） 

第 7条 一時借入金の限度額は、250,000 千円と定める。 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 8条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

(1) 職員給与費 1,928,281 千円 

(2) 交際費 714 千円 

 

（他会計からの補助金） 

第 9条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、711,201 千円である。 

 

（たな卸資産の購入限度額） 

第 10 条 たな卸資産の購入限度額は、604,121 千円と定める。 

 

平成 30年 2月 22 日提出 

 

 

湖西市長 影 山 剛 士 

 





病 院 事 業 会 計 予 算 説 明 書



収益的収入 （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　　　　考

病院事業収益 3,542,155

医業収益 2,649,322

入院収益 1,260,409 入院診療収益

外来収益 871,665 外来診療収益

検診収益 269,205 検診事業活動収益、ドック収益

その他医業収益 79,339
室料差額収益、受託検査施設利用
収益等医業に伴う収入

他会計負担金 168,704 一般会計負担金

医業外収益 892,790

受取利息及び配当
金

2 預金利息、有価証券利息

国県補助金 220 新人看護職員研修補助金

他会計負担金 50,761 一般会計負担金

他会計補助金 711,201 一般会計補助金

保育所収益 1,977 保育料

長期前受金戻入 119,509 償却資産に対応する長期前受金

その他医業外収益 9,120
院内施設賃貸料、医師住宅利用料
等医業外活動に伴う収入

特別利益 43

過年度損益修正益 43 過年度分診療報酬修正益

平成30年度湖西市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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収益的支出 （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　　　　考

病院事業費用 3,771,792

医業費用 3,660,026

給与費 1,835,428
給料、手当、賃金、報酬、法定福利
費

材料費 510,937 薬品費、診療材料費等

経費 910,468
光熱水費、燃料費、修繕費、委託料
等

検診運営費 166,813 健診センターの運営に要する経費

電算組織運営費 27,957
オーダリングシステム等電算組織の
運営に要する経費

減価償却費 191,878 固定資産の減価償却費

資産減耗費 7,060
たな卸資産減耗費、固定資産除却
費

研究研修費 9,485
研究研修に要する旅費、図書購入
費等

医業外費用 108,051

支払利息及び企業
債取扱諸費

18,332
企業債償還利息、リース利息、
一時借入金利息

繰延勘定償却 6,863 控除対象外消費税償却

保育所運営費 21,904 院内保育所の運営に要する経費

雑損失 43,501 診療報酬査定減額、消費税雑損失

消費税 17,451 納付消費税

特別損失 2,715

過年度損益修正損 1,065 過年度分診療報酬査定減額等

修学資金貸付金償
却

1,650

予備費 1,000

予備費 1,000
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資本的収入 （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　　　　考

資本的収入 283,812

企業債 99,300

企業債 99,300 企業債

負担金 184,510

他会計負担金 184,510 一般会計負担金

固定資産
売却代金

1

固定資産売却代金 1 固定資産売却代金

寄附金 1

寄附金 1 寄附金

資本的支出 （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　　　　考

資本的支出 450,049

建設改良費 148,283

固定資産購入費 102,860 器械備品購入費

リース資産購入費 42,423 リース資産購入費

投資 3,000 修学資金貸付金

企業債償還金 301,766

企業債償還金 301,766 企業債償還金元金

資本的収入及び支出

- 3 -
病院事業会計



（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

1 当年度純利益 △ 231,300

2 減価償却費 209,481

3 固定資産除却費 6,000

4 修学資金貸付金償却 1,650

5 長期前受金戻入 △ 119,509

6 長期前払消費税の増減額 253

7 受取利息及び受取配当金 △ 2

8 支払利息 18,332

9 未収金の増減額 4,697

10 貯蔵品の増減額 △ 10,392

11 退職給付引当金の増減額 0

12 賞与引当金の増減額 146

13 貸倒引当金の増減額 0

14 未払金の増減額 36,727

15 資産取得に係る消費税課税対象額 2,831

小計 △ 81,086

16 利息及び配当金の受取額 2

17 利息の支払額 △ 18,332

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 99,416

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1 有形固定資産の取得による支出 △ 137,663

2 寄附金による収入 1

3 一般会計による負担金補助金 184,510

4 修学資金貸付による支出 △ 3,000

5 固定資産売却代金 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 43,849

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

6 一時借入金による収入 240,000

7 一時借入金による支出 △ 100,000

8 建設改良事業債による収入 99,300

9 建設改良事業債の償還による支出 △ 301,766

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 62,466

Ⅳ 資金増減額 △ 118,033

Ⅴ 資金期首残高 118,364

Ⅵ 資金期末残高 331

平成３０年度　湖西市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）
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職員数

特別職
その他
の手当

退　職
給付費

賞　与
引当金
繰入額

病院事業
管理者

1 0 2,538 1,149 2,134 201 16,901

合　　　計 1 0 2,538 1,149 2,134 201 16,901

病院事業
管理者

1 14,041 2,538 1,162 2,525 193 31,244

合　　　計 1 14,041 2,538 1,162 2,525 193 31,244

病院事業
管理者

0 △ 14,041 0 △ 13 △ 391 8△ 14,343

合　　　計 0 △ 14,041 0 △ 13 △ 391 8△ 14,343

職員数

一般職 手当
退　職
給付費

賞　与
引当金
繰入額

損益勘定
支弁職員

206 572,364111,747 96,270 259,204 18,0301,911,380

資本勘定
支弁職員

0 0 0 0 0 0 0

合　　　計 206 572,364111,747 96,270 259,204 18,0301,911,380

損益勘定
支弁職員

198 573,539124,969 96,476 257,027 17,6731,893,697

資本勘定
支弁職員

0 0 0 0 0 0 0

合　　　計 198 573,539124,969 96,476 257,027 17,6731,893,697

損益勘定
支弁職員

8 △ 1,175△ 13,222 △ 206 2,177 357 17,683

資本勘定
支弁職員

0 0 0 0 0 0 0

合　　　計 8 △ 1,175△ 13,222 △ 206 2,177 357 17,68319,385 15,149

11,046 85,4301,618,997

比
較

17,412△ 7,045 19,385 15,149

727,537

0 0

前
年
度

727,53711,046

4,001 104,815

本
年
度

744,949 4,001 104,815

1,618,997

0 0 0 0

85,430

1,634,146

0 0 0 0

744,949 1,634,146

１　総　括 （単位　人、千円）

区　　　　　　　分

給　　　与　　　費

法定
福利費

合　　計
賃金 報酬 計

0 0

17,412△ 7,045

94 0 △ 13,960

給料

２　一　般　職

14,566

28,526

比
較

0 94 0 △ 13,960

0

8,460 2,419 0

給料 期末手当

28,5268,460

8,460 2,419 0

法定
福利費

合　　計

前
年
度

8,460 2,325 0

2,325 0

計

本
年
度

法  定
福利費
引当金
繰入額

法  定
福利費
引当金
繰入額

給　与　費　明　細　書

報酬

14,566

1 　特　別　職

１　総　括 （単位　人、千円）

区　　　　　　　分

給　　　与　　　費
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区　　　分

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

区　　　分

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

区　　　分

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　較

２　給料及び手当の増減額の明細

通勤手当

14,154

（単位　千円）

管理職手当 扶養手当 地域手当 住居手当

26,658 16,116 39,413 14,553 13,539

26,482 15,882 38,251 13,571

176 234 1,162 982 △ 615

特殊勤務手当 時間外勤務手当 夜間勤務手当 期末手当 勤勉手当

213,963 33,682 9,262 118,709 79,198

217,608 35,062 8,559 118,107 77,150

△ 3,645 △ 1,380 703 602 2,048

管理職特別
勤務手当

児童手当 合計

201 7,070 572,364

408 8,305 573,539

17,412

給与改定に伴う増減分 1,332

普通昇給に伴う増加分

△ 207 △ 1,235 △ 1,175

手　　当 △ 1,175
制度改正に伴う増減分 2,936

区　　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　明

給　　料

（単位　千円）

手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

その他増減分 △ 4,111

6,746

その他増減分 9,334
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３　給料及び手当の状況

（1）職員一人当たり給与（単位　円）

平成30年
1月1日現在

平成29年
1月1日現在

平均給料月額 304,748 310,295

平均給与月額 356,796 362,242

平均年齢（歳） 42歳2か月 41歳11か月

（2）初任給（単位　円）

　ア　医療職給料表(1)

区　　分 医師

大 学 (6) 卒 341,900

　イ　医療職給料表(2)

診療放射線技師

臨床検査技師

臨床工学技士

臨床心理士

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

短 大 (2) 卒

短 大 (3) 卒 187,800

大 学 (4) 卒 209,400 193,700 193,700

大 学 (6) 卒 220,300

　ウ　医療職給料表(3)

区　　分 保健師 助産師 看護師 准看護師

准看護師養成所卒 187,400

高 校 卒 195,800

短 大 (2) 卒 223,400

短 大 (3) 卒 229,900 229,900 229,900

大 学 (4) 卒 236,600 236,600 236,600

  エ　行政職給料表(1)・(2)

行政職(2)

資 格 取 得 者 151,500 151,500

中 学 卒 144,500 144,500

高 校 卒 151,500 154,000 151,500 154,000

短 大 (2) 卒 165,700 165,700 165,700

大 学 (4) 卒 185,800 185,800

一般会計の制度

事務員 保育士 看護補助者 行政職(1) 行政職(2)

医療職
・

行政職

区　　分 薬剤師 管理栄養士

区　　分

行政職(1)
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（級別の標準的な職務内容）

医師 医療技術員 看護師等 事務職員 看護補助者

医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 行政職(1) 行政職(2)

薬剤師

診療放射線技師

臨床検査技師

臨床工学技士

臨床心理士

言語聴覚士

理学療法士

作業療法士

管理栄養士

薬剤師

診療放射線技師

臨床検査技師

臨床工学技士

臨床心理士

言語聴覚士

理学療法士

作業療法士

管理栄養士

薬剤師

診療放射線技師 保健師

臨床検査技師

臨床工学技士

臨床心理士

言語聴覚士

理学療法士

作業療法士

管理栄養士

主任薬剤師

副院長 主任診療放射線技師

主任臨床検査技師

副院長代行 主任臨床工学技士

主任臨床心理士

センター長 主任言語聴覚士

主任理学療法士 看護師

部長 主任作業療法士 准看護師

主任管理栄養士

科長

室長

科長補佐 保健師長

室長補佐 看護師長

部長 室長

副部長 課長代理

主幹

7級 課長

区分

1級

2級

3級

6級

4級

5級

8級

主査

主任保育士

主任看護師

看護副部長

事務長

主任看護補助者

保健師

助産師

看護師

准看護師

医師

医師

准看護師

主事

社会福祉士

保育士

看護補助者

副主任

社会福祉士

保育士

看護補助者

看護補助者

主任

主任社会福祉士

主任保育士

助産師

看護師

准看護師

医長

副医長

主任看護補助者院長

看護部長

係長

主任主査

主任保健師

主任助産師
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(3)昇給期間短縮

本年度未実施

(4)特殊勤務手当 （単位　％、円）

医師 医療技術員 看護師等 看護補助者

医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 行政職(2)

14.0 42.5 2.7 6.8 4.2

(5)期末手当・勤勉手当 （単位　月分）

6月 12月 合計

医療職(1) 2.125 2.275 4.400

その他 2.125 2.275 4.400

(6)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位　月分）

20年 25年 35年
勤続の者 勤続の者 勤続の者

24.58688 33.27075 47.709 47.709

(7)その他手当

通 勤 手 当

区　　分

一般会計の制度

有

有

一 般 会 計 の 制 度

( 支 給 率 等 ）

扶 養 手 当

地 域 手 当

区　　分

住 居 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

区　　　　　分
事務職員

0.2

医務手当・研究手当・夜間休日救急診療業務手当・手術手当・往診手
当・感染危険手当・待機手当・放射線取扱手当・夜間看護手当・夜間
保育手当

全職種

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
1,08314,616

2.125 2.275

831,641

代表的な特殊勤務手当の名称

同じ

差　異　の　内　容

支給期別支給率

有

33.27075 47.709

4.400

同じ

医療職給料表(1)適用者：16％　　　その他：3％

47.709

一般会計の制度との
異同

異なる

同じ

定年前早期退職特例措置

行政職(1)

定年前早期退職特例措置

その他の加算措置等

平 均 支 給 月 額
90,067

本年度

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

35,735 18,659

24.58688

最高限度 備　　　考

備　　　　　考

支 給 率 等

区　　分
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（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他

( 4,479)

4,408

( 2,087)

1,937

(256,756)

191,650

( 3,113)

2,551

( 17,496)

13,113

(117,467)

115,332

( 73,794)

72,343

( 18,309)

17,976

( 31,905)

31,254

( 31,846)

31,846

( 22,379)

22,379

31,846
電子カルテリース
料

平成　年度～ 0～平成35年度 31,846

臨床用ポリグラフ
装置リース料

平成29年度～ 2,914～平成33年度 10,199 10,199

8,988
洗濯及びリネン管
理業務委託

平成29年度～ 8,988～平成30年度 8,988

109,514
オーダーリング
システムリース料

平成28年度～ 82,136～平成32年度 109,514

1,025免疫発光測定装置 平成28年度～ 912～平成32年度 1,025

※「限度額」欄中、上段(　）書は議決限度額、下段は債務決定額又は債務見込額

債務負担行為に関する調書

事　　　　項 限度額

前年度までの支出見込額 当該年度以降支出予定額

期　　間 金　額 期　　間 金　額

左の財源内訳

特定財源
自己財源

1,297
臨床化学自動分析
装置等リース料

平成26年度～ 3,111～平成31年度 1,297

平成29年度～ 15,627～平成30年度 15,627 15,627

設備機器運転管理
業務委託

平成29年度～ 36,158～平成30年度 36,185

施設設備保守点検
監理業務委託

36,185

57,666

卓上型採血管準備
装置リース料

平成29年度～ 660～平成33年度 1,891 1,891

病院給食業務委託
（加工費）

平成29年度～ 57,666～平成30年度 57,666

22,379
生化学自動分析装
置

平成　年度～ 0～平成37年度 22,379
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（ 平成29年4月1日 から平成30年3月31日 まで）

千円 千円 千円

１．医業収益

　（１）入院収益 1,073,168

　（２）外来収益 1,021,114

　（３）検診収益 238,813

　（４）その他医業収益 69,319

　（５）他会計負担金 168,839 2,571,253

２．医業費用

　（１）給与費 1,672,379

　（２）材料費 469,700

　（３）経費 776,958

　（４）検診運営費 151,774

　（５）電算組織運営費 22,822

　（６）減価償却費 213,859

　（７）資産減耗費 6,200

　（８）研究研修費 6,923 3,320,615

  医業損失 749,362

　　平成29年度湖西市病院事業予定損益計算書
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３．医業外収益

　（１）受取利息及び配当金 1

　（２）国県補助金 315

　（３）他会計負担金 84,318

　（４）他会計補助金 612,311

　（５）保育所収益 1,060

　（６）長期前受金戻入 126,906

　（７）その他医業外収益 7,156 832,067

４．医業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 28,653

　（２）繰延勘定償却 8,939

　（３）保育所運営費 20,564

　（４）雑損失 95,699

　（５）寄附金 1,000 154,855 677,212

　経常損失 72,150

５．特別利益

　（１）過年度損益修正益 8,500 8,500

６．特別損失

　（１）過年度損益修正損 1,152

　（２）修学資金貸付金償却 2,200 3,352 5,148

　当年度純損失 67,002

　前年度繰越欠損金 20,205

　当年度未処理欠損金 87,207
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千円 千円 千円 千円

1

(1)

ア 1,026,325

イ 4,578,457

△ 2,765,1741,813,283

ウ 522,530

△ 287,937234,593

エ 2,114,559

△ 1,750,089364,470

オ 70,561

△ 70,555 6

カ 32,528

△ 30,902 1,626

キ 237,591

△ 114,869122,722

3,563,025

(2)

ア 3,000

3,000

(3) 52,926

ア

52,926

3,618,951

2

(1) 118,364

(2) 296,894

△ 1,469 295,425

(3) 24,207

(4) 691

(5) 3,000

441,687

4,060,638

減 価 償 却 累 計 額

長期前払消費税合計

構 築 物

平成29年度湖西市病院事業予定貸借対照表

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額

長 期 前 払 消 費 税

（平成30年3月31日）

減 価 償 却 累 計 額

車 両

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

長 期 前 払 消 費 税

投 資 合 計

投 資

リ ー ス 資 産

資    産    の    部

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

建 物

器 械 備 品

有形固定資産合計

修 学 資 金 貸 付 金

資 産 合 計

その他有形固定資産

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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3
(1)
ア 15,728
イ 49,542

65,270
(2)
ア

617,845
617,845

(3) 67,839
750,954

4
(1) 181,186
(2)
ア

301,766
301,766

(3) 42,423
(4) 115,504
ア

115,504
(5) 3,312

644,191

5 繰延収益
(1) 5,188

△ 4,760 428
(2) 246,222

△ 171,390 74,832
(3) 83,410

△ 79,239 4,171
(4) 2,413,966

△ 1,597,175816,791
896,222
2,291,367

6
(1)
ア 277,267
イ 1,127,710
ウ 217,346

1,622,323

7

(1)
ア 78,015
イ 156,140
ウ 87,207

146,948
146,948
1,769,271
4,060,638

減 債 積 立 金

国 ・ 県 補 助 金

そ の 他 補 助 金

繰 入 資 本 金

寄 附 金

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

固 有 資 本 金
自 己 資 本 金

他 会 計 補 助 金 負 担 金
収 益 化 累 計 額

資 本 合 計

その他補助金収益化累計額

負 債 資 本 合 計

短 期 リ ー ス 債 務
引 当 金

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰延収益合計

当年度未処理欠損金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

資    本    の    部

企 業 債
未 払 金

寄附金収益化累計額

退 職 給 付 引 当 金

長 期 リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

修 繕 引 当 金

資 本 金

企 業 債 合 計

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

他会計補助金負担金

国・県補助金収益化累計額

流 動 負 債

建 設 改 良 積 立 金

組 入 資 本 金

負 債 合 計

自 己 資 本 金 合 計

負    債    の    部

剰 余 金

引 当 金
固 定 負 債
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千円 千円 千円 千円

1

(1)

ア 1,026,325

イ 4,578,457

△ 2,844,538 1,733,919

ウ 522,530

△ 296,849 225,681

エ 2,089,798

△ 1,724,503 365,295

オ 70,561

△ 70,555 6

カ 32,528

△ 30,902 1,626

キ 272,975

△ 147,660 125,315

3,478,167

(2)

ア 4,350

4,350

(3) 52,673

52,673

3,535,190

2

(1) 331

(2) 292,197

△ 1,469 290,728

(3) 34,599

(4) 691

(5) 3,000

329,349

3,864,539資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

前 払 費 用

修 学 資 金 貸 付 金

投 資 合 計

長 期 前 払 消 費 税

長期前払消費税合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

その他有形固定資産

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

投 資

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

平成30年度湖西市病院事業予定貸借対照表

（平成31年3月31日）

資    産    の    部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地
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3
(1)
ア 15,728
イ 49,542

65,270
(2)
ア

602,506
602,506

(3) 61,846
729,622

4
(1) 217,913
(2)
ア

114,639
114,639

(3) 44,207
(4)
ア 115,650

115,650
(5) 3,312
（6） 140,000

635,721

5 繰延収益
(1) 5,189

△ 4,762 427
(2) 246,222

△ 173,879 72,343
(3) 83,410

△ 79,239 4,171
(4) 2,598,476

△ 1,714,192 884,284
961,225

2,326,568

6
(1)
ア 277,267
イ 1,127,710
ウ 217,346

1,622,323

7

(1)
ア 78,015
イ 156,140
ウ 318,507

△ 84,352
△ 84,352
1,537,971
3,864,539負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

組 入 資 本 金
自 己 資 本 金 合 計

剰 余 金

繰延収益合計
負 債 合 計

資    本    の    部

自 己 資 本 金
固 有 資 本 金
繰 入 資 本 金

資 本 金

流 動 負 債 合 計

寄 附 金
寄附金収益化累計額
国 ・ 県 補 助 金
国・県補助金収益化累計額
そ の 他 補 助 金
その他補助金収益化累計額
他会計補助金負担金
他 会 計 補 助 金 負 担 金
収 益 化 累 計 額

建設改良費等の財源に

充てるための企業債
企 業 債 合 計

短 期 リ ー ス 債 務
引 当 金

そ の 他 流 動 負 債
一 時 借 入 金

賞 与 引 当 金
引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

長 期 リ ー ス 債 務
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
未 払 金
企 業 債

引 当 金
修 繕 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
引 当 金 合 計

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

負    債    の    部
固 定 負 債
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予算説明書に関する注記

.

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成する。

　　・貯蔵品　　　先入先出法による原価法

　　・建物、構築物、器械備品、車輌　　　定額法

　　・主な耐用年数　　建物　　17～39年

　　　　　　　　　　　機械及び装置　　3～10年

　　　　　　　　　　　器具及び備品　　2～15年

定額法。なお、自己利用のソフトウェアについては、利用可能期間（5年）
に基づいている。

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用する。

　 　

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み
額を計上している。

職員の退職手当の支給に備えるため、静岡県市町総合事務組合への特別負
担金分を計上している。

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

２　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

（3）リース資産

３　引当金の計上基準

（1）  貸倒引当金

（2）退職給付引当金
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職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支
給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月
分）を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対
象外消費税等については、当事業年度の費用として処理する。ただし、固定
資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、
固定資産に適用する減価償却の年数で償却を行う。

（3）賞与引当金

４　消費税等の会計処理
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